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望月（1983），井上・他（1989），福島（1993），大野（2005）
などにより，世界各地での研究については，
（2003 2004 2006）などにより，それぞれ研究のレビュー
がなされている．ここでは，距離減衰式の基本について
説明した上で，強震動予測のための最近の距離減衰式の
特徴や高度化の方向性について述べたい．
なお，距離減衰式は，距離による地震動の減衰だけ
でなく地震規模などの影響も含めて地震動強さのレベル
を決めるものであるので，距離減衰式では意味が狭く
とらえられる恐れがあり，地震動予測式（

）と呼ぶべきとの意見もある［
（2007）］が，ここでは，従来通り距離減衰

式と呼ぶこととする．

§2　距離減衰式の基本
ある地震の際に各地点で観測された地震動強さ（振幅）
と距離の関係をプロットすると 1のように，振幅
（ ）が震源からの距離（ ）とともに減衰していることが
わかる．距離ともに振幅は減衰するが，距離が非常に近
くなると，振幅は飽和する傾向がみられる．距離が同じ
であれば，地震規模（ ）が大きくなれば振幅は大きくな
る．また，地盤条件によっても地震動の強さは異なる．
さらに，地震の規模が同じでも地震のタイプ等によって
地震動の強さは変わる．例えば，地震調査研究推進本部
（2007）による地震動予測地図で採用されている司・翠川
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§1　は じ め に
強震動予測の手法として，地震動強さの距離減衰式
が提案され，その簡便さから広く利用されてきた．距
離減衰式は観測された強震記録の統計解析に基づくもの
で，古くは， （1956）や金井（1966）
の先駆的な研究がある．その後，観測記録の蓄積ととも
に数多くの研究がなされてきた．米国の研究について
は， （1976）， （1985），

（1988）， （1997），
（2003）などにより，わが国の研究については，
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（1999）の距離減衰式では以下のような関数型が用いら
れている．

（ （ ）） （1）

右辺の第 1項の は地震動強さが に依存する割合
を示す係数で，地震動強さとして最大加速度や最大速度
を用いた場合には，係数 は一般に0 5程度の値をとる．
第2項の は距離による減衰の割合を表す係数で，1の
値がよく用いられ，ごく浅い地震の場合には観測結果を
よく説明している． に（ ）を加えることで， が 0
になっても地震動強さ は飽和するようになっている．
（ ）を の関数としているのは，震源に非常に近い
ところでは地震動の強さが飽和する値は地震規模によっ
てあまり変化しないことからである．既往の距離減衰式
では，標準的な地盤で500～ 1000 2 程度の最大加速
度値で飽和するものが多い．ただし，後述するように距
離減衰式からの値と個々の観測値との差は小さくないの
で，このことが震源近傍での最大加速度が1000 2 を
上回らないということを意味するものではない．
第3項の は地盤条件 による変数で，通常の地盤に
対して岩盤での最大加速度は7割程度となる結果となっ
ている．第4項の は地震のタイプ による変数で，ス
ラブ内地震ではプレート間地震や地殻内地震に比べて最
大加速度が2倍程度大きくなる結果となっている．第5
項の は震源深さ（ ）に依存する割合を示す係数で，震
源深さが 50 深くなると最大加速度が 3割程度大き
くなる結果となっている．最後の項は伝播経路での粘性
減衰等を表す項で，距離が遠い場合に影響を及ぼす．こ
の式では，地震の規模・タイプ・深さや，観測点の地盤
条件，震源から観測点までの距離，の5つのパラメータ
（変数）で地震動の強さが予測される．

§3　 プロジェクト
米国では地震ハザード軽減プログラムの一環として，
1996年に地震ハザードマップが作成されたが，その際
に提案されている様々な距離減衰式からどれを選択す
るかが問題となった．これをひとつの契機として，次
世代型距離減衰式の開発プロジェクト（“

”（ ） ）が
開始され，2003年に 5つの開発チーム［
（2007）， （2007），
（2007）， （2006）， （2007）］

が選ばれた［ （2006）］．
そのために必要とされる強震記録のデータベースが
整備され，世界各地で発生した地殻内地震 172地震に
よる約 3500 記録からなるデータベースが作成された

［ （2006）］．このうち，全データの約 50 は
1999年台湾・集集地震とその余震による観測記録が占
めている．また， が大きい地震における震源近傍で
のデータはカリフォルニア以外の地震（1999年
地震，2002 年 地震）によるものが大部分を占め
ている．日本の観測記録は1995年兵庫県南部地震にお
ける22記録が含まれているのみである．
開発された距離減衰式が耐震設計の実務で利用され
るように，1）地震動パラメータについては，最大加速度・
速度・変位および周期 0～ 10秒の 5 減衰の加速度応
答スペクトル，2）成分については，水平 2方向成分の
平均および断層走向直交・平行成分，3）予測対象とす
る地震は米国西部の浅発地殻内地震，4）マグニチュー
ドの範囲は 5～ 8 5，5）距離の範囲は 0～ 200 ，6）
米国の耐震規定で使われるような一般的な地盤分類が考
慮されること，の項目が要求された．なお，ここで用い
られている水平2方向成分の平均とは，観測された2成
分の単純な平均ではなく，水平2成分から様々な方向の
成分を計算し，その平均をとったものである［
（2006）］．
また，技術的に検討すべき主な事項として，1）破壊
伝播効果，2）地震動の方向性，3）断層上盤効果，4）断
層タイプの影響，5）断層深さの影響，6）応力降下量の
影響，7）基準となる岩盤に対するサイト増幅率，8）3
次元深部地下構造の影響，があげられた．これをサポー
トするための数値シミュレーションも行われ，観測記録
の統計解析と理論的な検討が相互に補完する包括的な研
究プロジェクトとなっている［ （2006）］．なお，
ここで紹介するものは と呼ばれる第一段階のも
ので，数値計算結果はスケーリングのモデル化にのみ利
用されている．数値計算結果の値そのものを積極的に取
り入れようとする と呼ばれる第二段階のものも
計画されている［ （2007）］．

1に前述の 5つのチームから提案された距離
減衰式で考慮されている項目を示す．破壊伝播効果に
ついては，プロジェクトの期限内に十分な検討が行え
なかったこと［ （2008）］から考慮されていな
いが， （2007）では既往の研究結果
［ （1997）， （2000）］を使うこと
ができるとして紹介されている．断層タイプによる地震
動強さの違いは，いずれの距離減衰式でも考慮されてい
る．これにより，地震動強さは，逆断層＞横ずれ断層＞
正断層の順となる場合が多いが，その違いは大きなもの
とはなっていない．
また，断層上盤側が下盤側よりも地震動強さが大きく
なる断層上盤効果が，多くのモデルで考慮されている．
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これらのモデルでは，断層面上端の深さも考慮されてい
る．これは，地表断層よりも地中断層（地表を切らない
断層）の方が地震動が強くなるという特性を表現するた
めのものである．
サイト特性については，地表から深さ30 までの平
均 波速度（ 30）をパラメータとして，地盤の非線形
化も考慮できるモデルが導入されている．また，いくつ
かのモデルでは，深部の堆積層厚により周期1秒以上で
のサイト特性を補正することができる．これら2つの効
果に関する係数は観測記録のみから決められたものでな
く，数値シミュレーションの結果を拘束条件としている．
これらのモデルは複雑な式からなっていて，電卓で簡
単に計算できるようなものではないが， で計算で
きるようなファイルも準備されている［ （2008）］．
これらのモデルの比較も行われており［
（2008）］，データの多い 5 5～ 7 5では大きな違いが
ないことが確認されている．
これらのモデルの一例として，

（2007）の結果を示す． 2は岩盤での周期0 2秒およ
び 3秒の加速度応答値の距離減衰を示したものである．
距離がごく短い1 の場合，短周期では 5から振幅
が飽和しているが，長周期では 7を越えないと飽和
する傾向がみられない．なお，中間報告では， が非常
に大きくなると逆に振幅が小さくなる（ ）
という結果も報告されていたが，最終的な結果には，数
値シミュレーションの結果を参照して，
が起こらないようなモデル化がなされている．

3は断層上盤効果を示した図で，上盤側では下盤
側に比べて最大で3倍程度地震動が強くなる結果を示し
ている．また，断層が地表に現れる場合（実線）に比べ
て断層が地表に現れない場合（点線）には2倍程度地震
動が強くなることも示されている．

§4　最近の日本の距離減衰式の特徴
兵庫県南部地震以降に強化された などの強震

地震動強さの距離減衰式
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（1999）の距離減衰式では以下のような関数型が用いら
れている．

（ （ ）） （1）

右辺の第 1項の は地震動強さが に依存する割合
を示す係数で，地震動強さとして最大加速度や最大速度
を用いた場合には，係数 は一般に0 5程度の値をとる．
第2項の は距離による減衰の割合を表す係数で，1の
値がよく用いられ，ごく浅い地震の場合には観測結果を
よく説明している． に（ ）を加えることで， が 0
になっても地震動強さ は飽和するようになっている．
（ ）を の関数としているのは，震源に非常に近い
ところでは地震動の強さが飽和する値は地震規模によっ
てあまり変化しないことからである．既往の距離減衰式
では，標準的な地盤で500～ 1000 2 程度の最大加速
度値で飽和するものが多い．ただし，後述するように距
離減衰式からの値と個々の観測値との差は小さくないの
で，このことが震源近傍での最大加速度が1000 2 を
上回らないということを意味するものではない．
第3項の は地盤条件 による変数で，通常の地盤に
対して岩盤での最大加速度は7割程度となる結果となっ
ている．第4項の は地震のタイプ による変数で，ス
ラブ内地震ではプレート間地震や地殻内地震に比べて最
大加速度が2倍程度大きくなる結果となっている．第5
項の は震源深さ（ ）に依存する割合を示す係数で，震
源深さが 50 深くなると最大加速度が 3割程度大き
くなる結果となっている．最後の項は伝播経路での粘性
減衰等を表す項で，距離が遠い場合に影響を及ぼす．こ
の式では，地震の規模・タイプ・深さや，観測点の地盤
条件，震源から観測点までの距離，の5つのパラメータ
（変数）で地震動の強さが予測される．

§3　 プロジェクト
米国では地震ハザード軽減プログラムの一環として，
1996年に地震ハザードマップが作成されたが，その際
に提案されている様々な距離減衰式からどれを選択す
るかが問題となった．これをひとつの契機として，次
世代型距離減衰式の開発プロジェクト（“

”（ ） ）が
開始され，2003年に 5つの開発チーム［
（2007）， （2007），
（2007）， （2006）， （2007）］

が選ばれた［ （2006）］．
そのために必要とされる強震記録のデータベースが
整備され，世界各地で発生した地殻内地震 172地震に
よる約 3500 記録からなるデータベースが作成された

［ （2006）］．このうち，全データの約 50 は
1999年台湾・集集地震とその余震による観測記録が占
めている．また， が大きい地震における震源近傍で
のデータはカリフォルニア以外の地震（1999年
地震，2002 年 地震）によるものが大部分を占め
ている．日本の観測記録は1995年兵庫県南部地震にお
ける22記録が含まれているのみである．
開発された距離減衰式が耐震設計の実務で利用され
るように，1）地震動パラメータについては，最大加速度・
速度・変位および周期 0～ 10秒の 5 減衰の加速度応
答スペクトル，2）成分については，水平 2方向成分の
平均および断層走向直交・平行成分，3）予測対象とす
る地震は米国西部の浅発地殻内地震，4）マグニチュー
ドの範囲は 5～ 8 5，5）距離の範囲は 0～ 200 ，6）
米国の耐震規定で使われるような一般的な地盤分類が考
慮されること，の項目が要求された．なお，ここで用い
られている水平2方向成分の平均とは，観測された2成
分の単純な平均ではなく，水平2成分から様々な方向の
成分を計算し，その平均をとったものである［
（2006）］．
また，技術的に検討すべき主な事項として，1）破壊
伝播効果，2）地震動の方向性，3）断層上盤効果，4）断
層タイプの影響，5）断層深さの影響，6）応力降下量の
影響，7）基準となる岩盤に対するサイト増幅率，8）3
次元深部地下構造の影響，があげられた．これをサポー
トするための数値シミュレーションも行われ，観測記録
の統計解析と理論的な検討が相互に補完する包括的な研
究プロジェクトとなっている［ （2006）］．なお，
ここで紹介するものは と呼ばれる第一段階のも
ので，数値計算結果はスケーリングのモデル化にのみ利
用されている．数値計算結果の値そのものを積極的に取
り入れようとする と呼ばれる第二段階のものも
計画されている［ （2007）］．

1に前述の 5つのチームから提案された距離
減衰式で考慮されている項目を示す．破壊伝播効果に
ついては，プロジェクトの期限内に十分な検討が行え
なかったこと［ （2008）］から考慮されていな
いが， （2007）では既往の研究結果
［ （1997）， （2000）］を使うこと
ができるとして紹介されている．断層タイプによる地震
動強さの違いは，いずれの距離減衰式でも考慮されてい
る．これにより，地震動強さは，逆断層＞横ずれ断層＞
正断層の順となる場合が多いが，その違いは大きなもの
とはなっていない．
また，断層上盤側が下盤側よりも地震動強さが大きく
なる断層上盤効果が，多くのモデルで考慮されている．
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観測網により強震記録が多数得られるようになり，その
恩恵を受けて，わが国でも新しい距離減衰式が近年多数
の研究者により個別に提案されている［例えば，西村・
堀家（2003）， （2006）， （2006），松
崎・他（2006），内山・翠川（2006），片岡・他（2006），大
渕・高田（2007）］．これらには，地震動の最大振幅や応
答スペクトルだけでなくエネルギースペクトルや震度の
予測式も含まれている．

（2006）は，1968 年十勝沖地震から 2003
年十勝沖地震までの日本の強震記録に加えて，カリフォ
ルニアの8地震およびトルコの 2地震の記録を用いて，
最大加速度，最大速度および加速度応答スペクトルの距
離減衰式を提案している．深さ30 より浅い地震と深
い地震に分けて，それぞれに対して， ，断層最短距離，
30をパラメータとした式が得られている．
これと同様の日本の強震記録を用いて，内山・翠川

（2006）は，工学的基盤（ 30で 500 程度）での応答
スペクトルの距離減衰式を， ，震源深さ，断層最短
距離，をパラメータとして提案している．これに 30
から評価される地盤の増幅率［内山・翠川（2003）］を乗
ずれば地表の応答スペクトルが推定できる．
これらの2式は，地震規模，震源深さ，断層距離， 30
をパラメータとした地震動予測式であり， プロ
ジェクトで提案された式と共通する点がある． 4に
6 5のごく浅い横ずれ断層から10 離れた岩盤地点

での （2007），
（2007）， （2006）および内山・翠川（2006）の
各式から得られるスペクトルの比較［内山（2008）］を示
す．それぞれの結果に大きな違いはみられないが，内山・

翠川（2006）の結果が他の結果に比べてやや大きい．こ
れは，岩盤の定義が 30で 500 と他のもの（ 30で
760 ）と異なることがその理由のひとつと考えられ
る．
一方，これらの式には， プロジェクトで検討対
象となった，破壊伝播効果や断層上盤効果，深部堆積層
厚の影響は考慮されていないが，破壊伝播効果について
は，観測記録や地震動シミュレーションにより補正係数
が提案されている［大野・他（1998），司・翠川（2001），
引田・他（2006）］．断層上盤効果については，簡単な地
震動シミュレーションから検討され［翠川（1989），
（1993）］，2004年新潟県中越地震などの逆断層の内

陸地震での観測記録にもその影響がみられることが指摘
されている［ （2006）］が，観測記録に基づく
十分な検討はみあたらない．
深部堆積層厚の影響については，主要な堆積盆地に
対して長周期での地震動スペクトルの補正係数が観測
記録の分析に基づいて提案されていたり［建築研究所・
日本建築センター（1992），座間（2000）］，関東平野での

の記録に基づいて基盤深度と補正係数の関係が
提案されている［増井・翠川（2006）］が，検討例は比較
的限られている．
このように最近の日本の距離減衰式も米国の プ
ロジェクトによる式と同様の方向，すなわち，近年の強
震観測網の充実に伴って豊富になりつつある観測記録を
利用し，理論的結果から予想される結果も加味して距離
減衰式を補正するという方向で高度化が進められてい
る．しかし，断層上盤効果など検討が十分でない面もみ
られる．2007年新潟県中越沖地震をはじめとする近年
の地震により震源近傍での強震記録は益々増加してお
り，理論的な研究の進展とあわせて，距離減衰式のさら
なる高度化を進める必要があろう．

§5　距離減衰式のバラツキ
距離減衰式は個々のデータから得られる平均的な関
係であり， 1に示したように，実際の個々の観測結
果は距離減衰式からバラツキを持って分布している．確
率論的地震動評価において低確率での地震動強さは，こ
のバラツキに大きく支配されるため，近年の研究では，
距離減衰式から得られる平均的な地震動強さのみなら
ず，そのバラツキについても重要視されている．

5は司・翠川（1999）の距離減衰式からの最大加
速度値に対する観測値の比をとり，その対数の値の頻度
分布を示したものである．距離減衰式に対する観測値の
バラツキは対数正規分布となっている．この場合の標準
偏差は0 3であり，既往の他の距離減衰式の標準偏差も
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同程度の値を示す．
このバラツキについては， 依存性，距離依存性，
振幅依存性などが指摘されている．前述の モデル
のなかで， （2007）は，地盤の非
線形性の影響によりバラツキに振幅依存性がみられると
の立場から，岩盤での加速度が大きいほど，また，地盤
が軟弱なほどバラツキが小さくなるモデルを示してい
る． （2007）は地盤の線形性の影響
に加えてバラツキの 依存性も考慮したモデルを示し
ている．
日本の記録による検討では，翠川・大竹（2003）は，
バラツキの 依存性，距離依存性もややみられるが，
振幅依存性が最も顕著にみられ，これが 依存性，距
離依存性の相乗効果によるものと推測している．しかし，
その後の検討では振幅依存性はあまり明確にはみられて
いない［坂本・他（2006）］．
森川・他（2006）は同一の震源域で発生した複数の地
震による同一地点での観測記録のバラツキは，様々な地
震による様々な地点での記録に基づく距離減衰式の標準
偏差に比べて明らかに小さく，地点を特定すれば予測結
果のバラツキは小さくなることを示している．

（2006）も同様の結果を示している．
また，バラツキの要因の理論的な検討として，震源特
性に関して，山田・他（2007）や福喜多・他（2006），糸
井・他（2007）はアスペリティの位置や破壊開始点の位
置などを変化させた地震動シミュレーション結果に基づ
いて距離減衰式を作成し，そのバラツキの大きさを示し
ている．
伝播特性に関しては，地殻やマントルの減衰構造の
影響［中村・植竹（2002）］や地殻の速度構造のゆらぎの
影響［ （2000）］などが，地盤特性に関しては，観

測点毎の地盤構造による増幅特性の違い［翠川・大竹
（2003）］や地震波の散乱現象によって生ずる地盤増幅特
性のゆらぎの影響［ （1988）］などが検討さ
れている．距離減衰式のバラツキの要因については検討
がなされるようになったばかりで不明の点が多く，バラ
ツキのモデル化についても今後の大きな検討課題のひと
つである．

§6　ま　と　め
最近の米国および日本での距離減衰式の研究につい
て紹介した．これらの研究では，近年の強震観測網の充
実に伴って豊富になりつつある観測記録を利用し，理論
的結果から予想される結果も加味して距離減衰式を構築
するという方向で高度化が進められている．2007年新
潟県中越沖地震をはじめとする近年の地震により震源近
傍での強震記録は益々増加している．理論的な研究の進
展も踏まえて，今後も解析を進め，バラツキのモデル化
も含め距離減衰式のさらなる高度化への努力を継続する
必要があろう．
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